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北京聯合大学旅游学院にて新潟市紹介授業を実施 

 

12 月 10 日（月）、北京聯合大学旅游学院日本語学科の学生約 160 名に対し、新潟市紹介

授業を行いました。（「学院」は日本の「学部」のような位置付け。） 

同大学の旅游学院は、観光を学ぶ学校としては中国国内でもトップレベルを誇り、日本

語学科卒業生の大半が日本への旅行商品造成に関わる業界に就くとのこと。将来の日中観

光事業の中核となりうる若者たちに新潟を知ってもらい、新潟への観光客増加につなげる

ことが狙いです。 

また、この授業を皮切りに、「新潟市魅力創造コンテスト」を実施する運びとなりまし

た。「新潟市の新たな魅力の創造につながる旅行プラン」を募集し、優秀なプランを作成

した学生を新潟へ招待するものです。新潟を知らない学生が新潟の観光を研究し、そして

実際に新潟を旅行することで、新潟のファンになってもらえることを期待しています。（大

泉） 

 

 

 

「国際友好都市フォーラム―市長円卓会議」に出席 

 

黒竜江省ハルビン市主催の「国際友好都市フォーラム―市長円卓会議」に出席するため、

1月 4日（金）から 6日（日）までの３日間、木村勇一副市長一行がハルビン市を訪問しま

した。 

今年 2019 年は中国の改革開放政策が始まって 40 周年、ハルビン市と新潟市の国際友好

交流事業が始まって 40周年にあたります。同会議はハルビン市の国際友好交流事業を記念

するもので、ハルビン市の友好都市 24都市（15か国）から代表団が出席しました。 

会議では各都市がそれぞれの特色や国際協力事業について発表。ハルビン市が提携した

国際友好都市第１号である新潟市がトップバッターを務めました。 

 

 

中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 
長富宮弁公楼 2014 室 

http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 1 月 31 日発行 
 

報告１ 

報告２ 

新潟市について日本語と中国語で説明。 日本語学科の学生のほとんどが 

出席してくださいました。 
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1 月 7日（月）には北京市に移動し、観光関連の企業・団体を訪問、訪日観光団誘客につ

いて意見交換を行いました。（大泉） 

 

 

中国レポート  No.70 ２０１９年１月 

 

新しい年の到来だ。でも明るいニュースは乏しい。年末の全面株安は、その後やや持ち直

したが、不安は払拭されていない。米中の経済摩擦は、これから先の見通しが立たないし、

英国のＥＵ離脱のドタバタ、ヨーロッパにおける極右の台頭、独メルケル首相の求心力の

低下、中東情勢の不安定さなどは大きなリスクとなって国際社会にのしかかっている。 

 中国ではどうか、月探査機「嫦娥４号」が１月３日、世界で初めて月面の裏側に着陸し

たというニュースに沸いたこと以外、あまり明るいニュースは無い。経済面では「不安」

という霧が全体を覆い、徐々に深くなってきている。昨年の上半期は、米中貿易戦争が激

しくなっても、それは政府間の問題で、一般庶民にはそれほど関係は無いというムードが

大勢だった。一般の国民生活は特に変わった様子はなかった。ところが昨年の下半期、特

に年末に近づくほど、国民の中に不安という霧が流れ始めた。直接懐を直撃するという事

は無かったが、米トランプ政権の対中制裁輸入関税第１弾が始まり、続いて第２弾、第３

弾が実行されると、このまま「世界最強の米国」と対立が深まれば、中国はどうなるのだ

ろうという不安が徐々に蔓延していった。多くの国民の正直な願いは、政府に対米経済摩

擦を「早く何とか収束してくれ」というもので、対立がこれ以上エスカレートするのを望

んでいない。それは対米感情にも表れている。以前の中国なら、一気に反米感情が高まり、

反米デモが勃発してもおかしくはない、米国製品不買を叫ぶ者が現れたであろう。ところ

が、今のところそのような気配は感じられない。多くの国民は、火に油を注ぐような行動

はとるべきではないと思っている。では全く影響が無いかというと、そうでもない。ＫＦ

Ｃやスタバの店は、相変わらず繁盛しているが、一番影響を受けたのは米国車のＧＭやフ

ォード・モーターだった。２０１８年１０－１２月決算で、フォードは四半期で見て２年

ぶりの最終赤字に転落した。特に最大市場の中国で、２０１８年第４四半期の販売は（卸

売りベース）５７％減った。もちろんこれは中国の消費者が、抗議的な意味で米国製自動

車を買わなかった事が第１位の原因ではない。フォード社のハケットＣＥＯは、赤字転落

の「制御不能な幾つかの原因」と述べ、関税、原材料の高騰、為替、タカタ製エアパック

のリコールなどを挙げた。皮肉なことにトランプが仕掛けた制裁関税は、米巨大企業をも

苦しめたのである。もちろん、中国の消費者の心理的要因によるＧＭ、フォード離れも無

い事はない。 

西園寺 一晃先生の 

トップバッターとして、木村副市長が 

新潟市の取り組みを発表しました。 

北京セールスの様子。 
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 さて、米中経済摩擦による中国経済への影響だが、徐々に大きくなり、深刻な状況にま

で来ている。先ずはＧＤＰの２０１８年四半期ごとの数字を見ると、通年の数字は、目標

の「６．５％前後」をクリアしたが、徐々に深刻さを増していることがわかる。 

２０１８年通年ＧＤＰ 対前年比伸び率       ６．６％ 

第１四半期（１月―３月）        ６．８％ 

     第２四半期（４月―６月）        ６．７％ 

    第３四半期（７月―９月）        ６．５％ 

    第４四半期（１０月―１２月）      ６．４％ 

その他の指標を見ると、小売総額が対前年比＋９．０％、固定資産投資が同＋５．９％、

鉱工業生産が同＋６．２％だった。小売総額は＋９．０％とは言え、伸び率は１９年ぶり

の低水準となった。堅調だった内需に陰りが出てきた。固定資産投資も１９年ぶりの低さ

で、鉱工業生産は２年ぶりの低さとなった。一方で不動産開発投資は同＋９．５％で、こ

れは４年ぶりの高さとなった。良くも悪くも、不動産は景気をけん引する大きな要素で、

管理を強めれば経済成長にマイナスとなり、逆に管理を緩めればバブル状態が生まれ、別

の意味で経済発展のリスクとなる。 

中国経済、特に内需を見るもう一つのバロメーターは新車販売状況だが、この分野も２

８年ぶりの前年割れとなった。中国の自動車産業は今や最大の工業分野となり、ＧＤＰ全

体の約１割を占めている。新車販売台数の落ち込みは、直接ＧＤＰ成長率を左右する。２

０１８年の新車販売台数は、対前年比－２．８％の２８０８万６００台だった。要因は２

つだ。２０１７年にあった減税打ち切り前の「駆け込み需要」の反動減、それに対米経済

摩擦による先行き不安による買い控えである。中国では中産階級が増え続け、所得も年々

上がっているので、余裕が無いというわけではない。しかし、先行き不安から財布の紐を

閉めだしたのである。私の友人も高級車を持っているが、そろそろ買い替えの時期に来て

いるので、同じレベルの高級車を買おうと思っていたが、もう少し我慢すると言っていた。

車以外でも高級品が売れなくなっている。ただ車に対する潜在的な需要はまだまだ多く、

その分自動車メーカーの競争が厳しくなっている。２０１８年は、全体が低調の中、メー

カーにより明暗が分かれた。日本車で言えば、トヨタ（＋１４％の１４７万台）、日産（＋

３％の１５６万台）は厳しい環境のなかでも売り上げを伸ばした。一方ホンダ（－１．７％

の１４３万台）、マツダ（－１２％の２７万台）はマイナスとなった。ボルボ（浙江吉利

集団）は＋２０％、独ＶＷは＋１％、韓国現代も＋１％だった。最も落ち込みの激しかっ

たのは米国勢で、ＧＭが－１０％、フォードは－３７％と激減した。 

経済指標のうち、やはり最も微妙なのは輸出だろう。２０１８年の貿易は、対米経済関

係の悪化にも関わらず数字上通年では好調であった。 

 

     ２０１７年（億ドル）２０１８年速報値（億ドル） 伸び率（％） 

貿易総額 ４兆１０４５      ４兆６２５３      １２．７ 

  輸出 ２兆２６３５      ２兆４９１２      １０．１ 

  輸入 １兆８４０９      ２兆１３４１      １５．９ 

 

 問題は、２０１８年の後半ほど勢いが弱くなったことである。対米経済関係の悪化が徐々

に数字に表れだしたのである。例えば２０１８年１２月単月の数字を見ると、 

貿易総額 ３８５３億ドル 

  輸出 ２２１２億ドル（前年同月比－４％） 

  輸入 １６４１億ドル（同    －８％） 
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対米貿易額を見ると、通年では： 

貿易総額 ６３３４億ドル（＋８．５％） 

  輸出 ４７８４億ドル（＋１１％） 

  輸入 １５５０億ドル（＋１％） 

  対米貿易黒字 ３２３３億ドル（＋１７％）過去最高 

 

しかし、２０１８年１２月単月では全く別の結果となった。 

貿易総額 ５０６億ドル 

  輸出 ４０２億ドル（－４％） 

  輸入 １０４億ドル（－３６％） 

 

 つまり、中国の貿易は、通年ではプラスになったものの、対米経済摩擦の影響が後半に

表れ、急速に萎んでいった。特に国別では第１位の対米貿易が通年ではプラスとなり、黒

字幅は過去最高を記録したが、年末にかけて大きく落ち込んだ。通年でプラスだったのは、

米国の景気が良く、需要が膨らみ、経済摩擦のマイナスをカバーして余りあったからであ

る。米国にとっては皮肉な結果となった。 

 中国の経済専門家のうち、中国経済の２０１９年の見通しについて、楽観的な人はほと

んどいない。多くの専門家は、今年は正念場だと言う。ある専門家は「今年は守りだ。ど

こまで落ち込みを少なくするかの問題で、成長率からすると６％の攻防になるだろう」と

述べた。因みに、１月に世界銀行とＩＭＦ（国際通貨基金）の、各国の経済成長率予測が

出たが、両方とも中国の成長率予測は２０１９年、２０２０年とも６．２％である。 

 ある経済専門家は、中国経済が徐々に減速する中で、「対米貿易摩擦という超大型ハリ

ケーンに見舞われた。中国経済は２０１９年春以降さらに苦しくなるだろうと」言ってい

た。また好調だった米国の景気も、今年の夏以降は急速に冷え込むだろうし、ＥＵ経済も

不透明であり、中国にとって良い要素はあまりないと予想していた。唯一の希望は、「改

善軌道に乗った」日中関係で、昨年秋財界人５００名を引き連れて訪中した安倍総理の「日

中関係は競争から協調へ」という言葉に、中国の指導者は大きな期待を持ったはずである。

しかし、対米関係が第１の日本が、「米国の意向」を無視して、中国との経済交流を拡大

するという希望的観測は現実的ではない。北京駐在のある大手商社の駐在員は、安倍訪中

以降中国側の対応は非常に良くなったが、「会社としては、米国のご機嫌を損ねない配慮

をしながら、どこまで中国経済との関係を強化してゆくか、間合いを計っているところだ」

と話していた。日本では、中国の通信大手「ファーウエイ」との取引を、米国の要請で打

ち切る企業が続出しているが、中国のある外交関係者は「これが日中米関係の現実だ」と

ため息をついた。  

 ただこの困難の中で、中国政府は手をこまねいているわけではない。景気が急激に失速

すれば、それは人々の懐を直撃するばかりでなく、失業者が増え、治安が悪化、不満の矛

先は政府に向いてくるかもしれない。つまり政治問題に発展しかねない。昨年１２月に開

かれた「中国共産党中央経済工作会議」で、「大規模な減税・手数料軽減措置を実施する」

事が決定された。２０１８年には経済の下支えのため、主に個人・中小企業向けに１兆３

０００億元（約２１兆円）の減税を実施した。２０１９年はさらに上積みする方針だ。具

体的な数字は３月の全人代（全国人民代表大会）で決めるが、市場では「少なくとも１兆

５０００億元」という観測が流れている。すでに１月から個人所得税の減税幅が拡大され

た。控除項目も増えた。これまでは住宅積立金や失業保険料など４項目だったのが、子供

の教育費、重病者の医療費、住宅ローンの金利負担、家賃など６項目が追加された。今の

ところ中国政府の財政は極めて健全なのが救いだが、これが長期化すれば、少子高齢化も
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

あり、財政基盤が揺るぎかねない事態となる。 

 さらに１月２９日、中国政府は自動車や高級エコ家電の買い替え補助を中心とした、具

体的な消費振興策を発表した。旧排ガス基準の車を廃棄し、より厳しい新排ガス基準の車

を購入した場合は補助金を出す、電気自動車（ＥＶ）の普及に努め、環境保護に功績のあ

った地方には、中央政府からの財政支援を増やす、エコ家電やスマート家電についても購

入者に補助金を出す、などである。政府は、新車販売台数の落ち込みに衝撃を受けたよう

だ。前述の通り、自動車産業はすでに最大の工業分野となっていて、部品や電気産業など、

広い裾野に多大な影響を及ぼしている。

下請けの中小企業も多い。その意味で、

自動車産業の不振は雇用情勢にも深刻

な影響を及ぼすのだ。 

とにかく、中国としては対米経済摩

擦を何とか緩和させたいところだ。 

中国は２月４日から春節（旧正月）

の大型連休に入る。今年の春節の消費

動向が注目される。（止） 

 

 

 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。

お気軽にお問い合せください。 

新潟市北京事務所代表メールアドレス bjniigata@niigata-ipc.or.jp 


